














要約:政令都市を持つ都道府県のうち,乳幼児健診全体の県レベルでのマニュルを持たない

のは,わが県のみであり,眼科健診の結果・成果とも,まだ十分には検討されていない。今

回は,政令 3 都市を除く 26 保健所を主体とした平成 3 年,4 年の三歳児眼科健康診査の結

果と神戸市での平成 4 年度後半 6 ヵ月の結果について検討し,本学附属病院眼科に通院す

る三歳児の疾患と三歳児健診との関連についても検討した。

制令都市以外での結果では,対象年齢は3歳 0ヵ月から 2ヵ月,対象人員は毎年 3万人程度

で,家庭での簡易視力検査とアンケートの結果から抽出された眼科二次健診受診対象人数

は,その 10%程度,このうち実際に受診したものは 7～8 割と低率であった。二次健診にて

異常のあったものは,二次健診受診者の 2 割程度であり,全健診人数の 2%となる。異常の

あったもののうち,既医療のものは 4～7%にとどまっていた。精検として眼科専門医への

受診票交付は二次健診者の 1割で,回答の回収できたものは 8～9割である。発見できた眼

科異常のなかで多いものは斜視・斜位と弱視を含む屈折異常で,両者あわせて 75～90%で

あった。個々の疾患群の詳細な内訳の検討は,種々の問題点のため,今回の調査では不可能

であった。神戸市の結果についても,おおむね同じであった。

一方で神戸大学附属病院眼科継続受診者のうち,平成 3～4年度に三歳児健診の対象年齢と

なっていたものは 79名で,既医療のものが 56名,三歳児健診にて異常を指摘され受診した

ものが 23 名であった。三歳児健診にて発見されて受診した疾患では,斜視・斜位と屈折異

常がほとんどを占めたのに対し,既医療であったものには,その他の器質的疾患が多い傾向

であった。

今後の健診の検討課題として,わが県においては,対象年齢の再考慮,受診率の向上と未受

診のものへの配慮,眼科疾患と視機能発達についての,健診を行なう側の啓蒙,健診での視

力検査の方法の改善と各異常の診断基準の確立が重要な点であり,兵庫県における一定指

針の作成のみならず,本研究班のような場での全国的な指針の確定と,行政サイドからの自

治体単位に応じた検討がさらに必要であると考えた。また,これとは別にフィードバック

という面で,今後の健診の向上のため,プライバシーを侵さない程度の,小児眼科専門医グ

ループによる健診データの経時的な解析と,個々の症例の追跡が重要であることも確認さ

れた。


